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コロナで企業の「脱首都圏」急増 
首都圏から移転、過去最多351社  

 

帝国データバンクが発表した「首都圏・本社移転動向調査」結果によると、2021年に本社移転を行った

企業は、全国で2258社にのぼった。前年（2020年）から１割超の増加となり、1990年以降で2001年（2299

社）に次ぐ過去５番目の多さとなった。コロナ禍で県境をまたぐ移動の自粛を余儀なくされたことで、

2020年中の移転計画などが中止・延期となった企業は多く、その反動として大幅に増えたものとみられ

る。 

このうち、首都圏（東京・神奈川・千葉・埼玉）から地方へ、本社または本社機能を移転した企業は351

社判明、前年から２割超の大幅増加となった。転出企業が300社を超えるのは2002年以来19年ぶりで、 

これまで最多だった1994年の328社を大幅に上回り、過去最多を更新した。 

一方、地方から首都圏へ本社を移転した企業は328社。前年から約１割増加し、2015年の335社に次ぐ２

番目 

の多さだった。 

この結果、2021 年における首都圏の本社移転動向は、転出社数が転入を23社上回る「転出超過」となっ

た。首都圏で転出超過となるのは2010年以来11年ぶり。地方の成長企業などを中心に、首都圏に本社を

移す動きは前年より強まったものの、昨年11月時点で首都圏外への本社移転企業が300社を突破するな

ど、過去に例を見ないハイペースで企業の首都圏外への移転＝脱首都圏の動きが進み、結果として転出

超過に転じた。 

 

国民負担率は46.5％となる見通し 
租税負担率27.8％、２年ぶり低下 

 

財務省は、国民負担率が、2022年度予算では21年度実績見込みから1.5ポイント減の46.5％と７年ぶりに

低下する見通しと発表した。国民負担率とは、国民所得に対する税金や社会保険料（年金・医療費など

の保険料）の負担割合。22年度見通しの内訳は、国税17.3％、地方税10.5％で租税負担率が27.8％、社

会保障負担率は18.7％。国民所得の伸びが大きく、社会保障負担などの増加を上回る見通しで、国民負

担率を引き下げた。 

2021年度実績見込みに比べ、租税負担率は0.9ポイント減（国税：0.6ポイント減、地方税：0.3ポイント

減）と２年ぶりに低下、社会保障負担率も0.6ポイント減と３年連続で低下した。 

真の負担率は、財政赤字という形で将来世代へ先送りしている負担額を加える必要がある。財務省によ

ると、2022年度の国民所得（21年度に比べ20万３千円増の403万８千円の見通し）に対する財政赤字の割

合は、前年度から2.4ポイント減の10.3％となる見通し。この結果、22年度の国民負担率に財政赤字を加

えた「潜在的な国民負担率」は、21年度実績見込みからは3.8ポイント減の56.9％だが、過去３番目に高

い見通し。 

なお、租税負担率は、戦後は40年代半ばの混乱期を除いて20％前後で推移。しかし80年台前半以降、次

第に上昇し始めその後はほぼ20％台前半から半ばで推移、21年度実績見込みでは過去最高の28.7％を記

録、22年度は過去３番目に高い。 

 


